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いて、1964年 6 月27日法
（ 6 ）
によって導入され、1972年 7 月 3 日法
（ 7 ）
によって発展













Télévision Française）からフランス放送協会（Office de Radiodiffusion 
Télévision Française）に改編された。放送の公役務はその協会の任務とし
て認定された。 1 条 1 項 2 文は次のように規定する。「フランス放送協会
は、1959年 2 月 4 日59-273号オルドナンス
（ 9 ）








に、第 1 節は放送の公役務の任務に関する条文から構成され（ 1 条- 3 条）、
第 2 節は放送の公役務の組織に関する条文から構成される（ 4 条-15条）。第
1 節において、放送の公役務の任務は、明確に定義された。 1 条 1 項におい





とを、目的とする」。さらに、 2 条 1 文において、そうした任務が独占によ
って達成されることが、規定される。「フランス放送の全国的公役務は、国
家の独占である」。その上で、第 2 節 4 条において、そうした任務及び独占
















その上で、 2 条 2 項において、そうした任務が新設の組織に委託されること
が、規定される。「本法 1 条及び1972年 7 月 3 日72-553号法 2 条で定義され
た、公役務の任務の執行及び独占の行使は、本法によって規定された条件に
おいて、国家の商工業的公施設法人及び国有会社に委託される」。

















は、1964年法 1 条 1 項 2 文によって、情報、文化、教育、娯楽として規定さ
れた後に、それらの事項に、1972年法 1 条 1 項 1 文によって、文明的価値の







実現は1972年法 2 条 1 文によって国家の独占の行使として規定され、そうし






































































































































商工業的公施設法人であった（ 1 条 1 項 2 文）けれども、国家統制におい
て、情報相の管轄に服した（ 1 条 1 項 1 文）。指導機関は閣議を経たデクレ
によって任命された総裁であり（ 5 条 1 項）、財源形態は主に受信料であっ
た（ 9 条）。
　放送協会は国営放送に代わって登場した。1964年法によれば、法的形式は
商工業的公施設法人を継承した（ 1 条 1 項 1 文）けれども、国家統制は情報
相の監督へ変更された（ 2 条 2 文）。指導機関は、閣議を経たデクレによっ
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が商工業的公施設法人であり（ 4 条 2 項 1 文）、国家統制が情報相の監督で
ある（ 5 条 1 文）ことは、引き続き維持された。それに対して、指導機関に
ついて、総裁が廃止され、経営委員会の中から閣議を経たデクレによって
選任される会長が新設された（ 9 条 1 項）。経営委員会も改革され、人数は
12人から24人によって構成され、その半数は国家を、他の半数は視聴者、プ
レス、協会職員を代表する（ 6 条 1 項）。有識者の制度は撤廃されたけれど





















長（11条 5 項）によって構成される。経営委員会は 6 人から構成され、 1 名
が国会議員であり、 2 名が国家を、 1 名がプレスを、 1 名が文化界を、 1 名
が会社職員を代表する（11条 1 項）。国家代表者だけでなくプレス代表者も
政府によって任命された。財源形態は受信料と広告料に依拠した（ 4 章 3
節）。広告収入は商工業的公施設法人と国有会社の全収入の25％を超過して
はならない（22条 1 項）。



























































































































































































4 条は、「本法 1 条で宣言される自由、及びその自由に由来する権利の行使
は、特に次の事項によって保障される」と指示した上で、その中に「放送の
公役務の機能条件」を位置付けている。さらに、放送の公役務の任務が、詳
細に定義される。 5 条は、 1 項において、「放送の公役務は、全国的及び地
方的な規模において、一般的利益に奉仕することを、任務とする」と言明し
て、その達成手段を数多く列挙した後に、 2 項において、「その任務は、多
























































































































ば、TF1 が、同法によって民営化されるからである。同法は第 4 編におい
て「国有番組編成会社 Télévision française 1 の譲渡」を設定し、58条 1 項




































































































































































































































































































































































































































































































た。立法者は、2000年 8 月 1 日法
（101）
において、公共放送が特別な任務を伴う公




























































と FR3 の名称は France 2 と France 3 に変更された。2000年法は、その両
放送を中核にして、France Télévision を設立した（44条Ⅰ項）。その目的は
会社間の放送事業を共通化することである。そのことは幾つかの点から理解
することができる。第一に、France Télévision は、France 2 、France 3 、









に、France Télévision の経営委員会の委員長は、France 2 、France 3 、 La 
Cinquième の経営委員会の委員長を兼任する。さらに、傘下会社の経営委
員は 7 名から構成されたが、その 2 名が持株会社の経営委員の中から選任さ
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議会が 1 名、元老院が 1 名を指名する）、 4 名が国家の代表者、 4 名が有識
者、 2 名が会社職員の代表者である。さらに、傘下会社の経営委員会は、 7
名の委員から構成される。 2 名が国会議員（国民議会が 1 名、元老院が 1 名










































































































































































る。Barendt, The Influence of the German and Italian Constitutional Courts on 
their National Broadcasting Systems, Public Law Spring 1991, 93ff.; Petersen, 
Rundfunkfreiheit und EG-Vertrag, 1994; Schellenberg, Pluralismus, AöR 119 
(1994), 427ff.; Holznagel, Rundfunkrecht in Europa, 1996; Smith, Broadcasting 
Law and Fundamental Rights, 1997; Vespignani, Telediffusione tra regime del 
servizio e servizio della libertà, 1998; Kühling, Die Kommunikationsfreiheit 
als europäisches Gemeinschaftsgrundrecht, 1999; Pech, La liberté d’expression 
et sa limitation, 2003; Lutzhöft, Eine objektiv-rechtliche Gewährleistung der 








経緯（ 1 ）（ 2 ）」福岡大学大学院論集30巻 1 号（1998年）15頁以下、九大法学80号
（2000年）223頁以下、同「フランスにおける『視聴覚コミュニケーションの自由』 
















念（上）（下）」自治研究75巻 3 号（1999年）71頁以下、75巻 5 号（1999年）88頁以




















（下）」自治研究55巻 3 号（1979年） 3 頁以下、55巻 4 号（1979年） 3 頁以下、
同「フランスにおける『公役務の一時協力者の理論』　　その歴史的発展の流れ














　　なお、 放送の自由を国家・市場・社会に関連して説明する文献として、 Holznagel 
(n. 1), 193f. を参照されたい。
（ 3 ）実際に、デバッシュは、放送の自由は、多元主義の登場以前において、公役務
の原則によって保障されていたと述べる。Debbasch, La liberté de communication 
audiovisuelle en France, RIDC 1989, 30ss. なお、次の文献も、参照されたい。
Marcangelo-Leos, Pluralisme et audiovisuel, 2004.
（ 4 ）フランスのメディア法（droit de la communication）は、「電子手段による公
衆向けの伝達（la communication au public par voie électronique）」を対象とし、
その伝達を「インターネットによる伝達（la communication en ligne）」と「視
聴覚による伝達（la communication audiovisuelle）」に区分する。Cf. Regourd, 
Liberté de la communication audiovisuelle, in Chagnollaud/Drago (dir.), 
Dictionnaire des droits fondamentaux, 2006, 36ss. なお、その構成は、2004年 7
月 9 日法（Loi n° 2004-669 du 9 juillet 2004, JO du 10 juillet 2004, 12483）によっ
て、採用されたものである。本稿は、放送という用語を、「視聴覚による伝達」、特
にテレビを念頭に置いて、使用する。











法評議会」金沢法学23巻 1 - 2 号（1981年）31頁以下を参照されたい。
（ 6 ）Loi n° 64-621 du 27 juin 1964, JO du 28 juin 1964, 5636.
（ 7 ）Loi n° 72-553 du 3 juillet 1972, JO du 4 juillet 1972, 6851.
（ 8 ）Loi n° 74-696 du 7 août 1974, JO du 8 août 1974, 8355.
（ 9 ）Ordonnance n°59-273 du 4 février 1959, JO du 11 février 1959, 1859. なお、
本オルドナンスは、 1 条 3 文において、フランス国営放送に対して放送に関する
「唯一の資格」を付与している。
（10） 以 下 の 分 析 は Bouissou, La réforme de la radio-télévision et la notion de 




理解は、近年においても、主張されている。Cf. Derieux/Trudel (dir.), L’intérêt 
public, 1994.
（12）1964年 法 か ら1972年 法 に か け て 娯 楽 を 意 味 す る 用 語 が distraction か ら
divertissement に変更されているけれども、その変化は重要な結果を帰結するも
のではないとされる。Cf. Bouissou (n. 10), 53, n. 52. さらに、文明的価値の総体と
いう言葉は、文化と教育と娯楽が相互に対立する要素として想定されるべきでは
なく、情報はそれら三要素を包括するものであるということを意味しているとさ
れる。Cf. Courvoisier, Le nouveau statut de la radiodiffusiontélévision française, 
AJDA 1972, 547, 550.
（13）放送独占の伝統的根拠については、次のような文献に言及が見られる。
Chevallier, Le statut de la communication audiovisuelle, AJDA 1982, 555, 555.; 
Debbasch, Le monopole des télécommunications face aux mutations de la radio-
télévision et de la télématique, Mélanges Hamon, 1982, 163ss.; Rivero, Les 
libertés publiques, T. 2, 1977, 246ss.
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（14）公役務の概念が放送法に導入されたのは、放送独占の正当性の危機に起因する
ということは、多数の論者によって夙に指摘されるところである。Cf. Bouissou 




る」。Marcangelo-Leos (n. 3), 16.
（15）Rapport de la Commission d’Etude du statut de l’ORTF, 1970, 55, cité par 
Bouissou (n. 10), 40s.
（16）Thibau, Une télévision pour tous les Français, 1970, 208s, cité par Lombard, 
A propos des avatars de la télévision, RA 1986, 10, 11.
（17）Fremontier, Vive la télévision, Messieurs !, 1975, 198, cité par Lombard (n. 
16), 11.
（18）Cf. Bouissou, Le statut de l’office de radiodiffusion-télévision française, 
RDP 1964, 1109, 1170ss.; Bouissou (n. 10), 47ss. なお、それ以外に放送の自由に
言及したものとして、次のような文献を参照されたい。Debbasch, La Convention 
européenne des Droits de l’Homme et le régime de l’ORTF, RDH 1970, 638ss.; 
Hamon, L’Office de la Radiodiffusion-télévision française, D. 1965, Chr., 63ss.; 
Plouvin, Les contradictions du monopole de la radiodiffusion, RA 1980, 25ss.; 










（19）Bouissou (n. 10), 49, n. 44.
（20）Bouissou (n. 10), 50, n. 45.
（21）なお、Bouissou (n. 10), 51は、そうした良質性の基準として、「より豊富で、よ
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り正確で、より詳細で、より誠実で、より教育的である」ことを挙げている。
（22）以下の引用は内容的に1974年法にも妥当すると思われる。
（23）Bouissou (n. 10), 47.
（24）Bouissou (n. 10), 48s.
（25）Bouissou (n. 10), 49.
（26）公役務は公の自由の形成であるという理解は、当時の体系書にも見受けられ
る主張である。Rivero, Les libertés publiques, T. 1, 1973, 100ss. は、人権の概念






Télévision et libéralisme, Pouvoirs 1979, 131ss.; Bouissou (n. 18); Bouissou (n. 10); 
Chevallier, Le problème de la réforme de l’ORTF en 1968, AJDA 1969, 217ss.; L’
ORTF face aux Pouvoirs publics, Dr. Soc. 1970, 82ss.; L’ORTF en question, Dr. 
Soc. 1972, 353ss., 417ss.; La légalisation des radios locales privées, AJDA 1982, 
36ss.; Courvoisier (n. 12); Courvoisier, La Radiodiffusion-Télévision Française 
apres l’Office, AJDA 1975, 277ss.; Debbasch, De la Radiodiffusion-Télévision 
Française à l’Office de Radiodiffusion-Télévision Française, AJDA 1964, 531ss.; 
Gaudemet, Le régime de la radiodiffusion et de la télévision en France , RISA 
1965, 18ss.; Hamon (n. 18); Laubadère, Chronique générale de législation, AJDA 
1978, 378ss.
（28）その 7 社は、送信会社として、フランス送信会社（Télédiffusion de France）、
番組編成会社として、TF1（Télévision française 1 ）、A2（Antenne 2 ）、FR3
（France-Régions 3 ）、RF（Radio-France）、番組制作会社として、フランス番組
制作会社（Société française de production et création audiovisuelle）、研究施設
として、国立放送研究所（Institut national de l’audiovisuel）である。
（29）Cf. Décret n° 74-795 du 24 septembre 1974, JO du 25 septembre 1974, 9854, 
art. 2; Décret n°74-946 du 14 novembre 1974, JO du 16 novembre 1974, 11500, 
art. 2.
（30）その内容は次の文献で紹介されている。Fromont, Landesbericht Frankreich, 
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れ た い。Chevallier, L’évolution du système audiovisuel français, Quaderni 10 
(1990), 9ss.; Regourd, La dualité public-privé et le droit de la communication 
audiovisuelle, RFDA 1987, 356ss.
（32）なお、Hamon (n. 18), 66は、フランス放送協会を「文化的公施設法人 (un 
établissement culturel)」として認識していた。
（33）Chevallier (n. 27), L’ORTF en question, 436.
（34）Debbasch, L’évolution des monopoles de télévision, RA 1972, 363, 367.
（35）Cf. Debbasch (n. 13), 173s.
（36）Debbasch (n. 34), 367.
（37）Rousseau, Le statut de la radio-télévision, AJDA 1981, 59, 70.
（38）Rousseau (n. 37), 79.
（39）Loi n° 82-652 du 29 juillet 1982, JO du 30 juillet 1982, 2431.
（40）Loi n° 86-1067 du 30 septembre 1986, JO du 1 octobre 1986, 11755.
（41）Décision 82-141 DC - 27 juillet 1982, JO du 27 juillet 1982, 2422.
（42）Décision 86-217 DC - 18 septembre 1986, JO du 19 septembre 1986, 11294.
（43）1980年代のフランス放送法の研究として、次の文献が特に重要である。
Drouot, Le nouveau droit de l’audiovisuel, 1988; Ott, Die Liberalisierung des 
französischen Rundfunks unter François Mitterrand (1981-1988), 1990.
（44）1982年法の解説として、次のような文献を参照されたい。Chevallier, Le statut 
de la communication audiovisuelle, AJDA 1982, 555ss.; L’aménagement de la 
liberté d’accès à l’audiovisuel, AJDA 1984, 504ss.; d’Arcy, Pour une confiance 
dans l’avenir, Les Cahiers de la communication 1983, 5ss.; Delvolvé/Moderne, 
Les arrêts relatifs à la 5e et 6e chaines de télévision et la théorie de la concession 
de service public, RFDA 1987, 1ss.; Drago, Le monopole de programmation et 
la Haute Autorité, Les Cahiers de la communication 1983, 24ss.; Dubois, La loi, 
le juge et le marché, RDP 1987, 361ss.; Israel, La liberté de la communication 
audio-visuelle, Les Cahiers de la Communication 1983, 35ss.; Morange, Les 
pouvoirs de la Haute Autorité de la communication audiovisuelle, RDP 1983, 
386　早稲田法学会誌第66巻 1 号（2015） フランス放送法における公役務概念について（波多江）　3867
1509ss.; Regourd, Le droit de la communication audiovisuelle après la loi du 
29 juillet 1982, ALD 1983, 23ss.; La décentralisation et le système audiovisuel 
français, AJDA 1985, 515ss.; Robert, Le droit à la communication audio-
visuelle, Les Cahiers de la communication 1983, 13ss.; Truchet, Une loi de la 
dernière chance ?, JCP 1983, 3120. なお、同法の邦訳は、井上禎男「視聴覚コミュ
ニケーションに関する1982年 7 月29日の法律」九大法学79号（2000年）249頁以下
において、参照することができる。本稿もその翻訳を参考にしている。
（45）Cf. Chevallier (n. 44), Le statut de la communication audiovisuelle, 558s.; 
Drouot (n. 43), 76ss.; Regourd (n. 44), Le droit de la communication audiovisuelle 
après la loi du 29 juillet 1982, 27.
（46）Madelin, JO déb. Ass. nat., séance du 26 avril 1982, 1307, cité par Drouot (n. 
43), 77.




法的性格（ 1 ）（ 2 ）（ 3 ）」国士館法学28号（1996年）223頁以下、29号（1997年）
139頁以下、30号（1998年）99頁以下。
（49）1986年法の解説として、 次のような文献を参照されたい。Chevallier, Le nouveau 
statut de la liberté de communication, AJDA 1987, 59ss.; Delcros/Vodan, Le 
régime des autorisations dans la loi relative à la liberté de communication, 
RFDA 1987, 386ss.; Derieux, Le nouveau statut de la communication, RDP 
1987, 321ss.; Drouot, La loi relative à la liberté de communication, Actualité 
legislative 1987, 55ss.; Le secteur public de l’audiovisuel dans la loi du 30 
septembre 1986, RFDA 1987, 399ss.; Le statut de l’entreprise de communication 
audiovisuelle en France, RIDC 1989, 449ss.; Morange, La Commission Nationale 
de la Communication et des Libertés et le droit de la communication audiovi-
suelle, RFDA 1987, 372ss.; Truchet, Vers un droit commun de la communication, 
RFDA 1987, 347ss.
（50）Cf. Chevallier (n. 49), 62s.; Drouot (n. 43), 84ss.
（51）Léotard, Le monde, 30 mai 1986, cité par Regourd, Service public, discours 
juridique et logiques de privatisation, Société française 32 (1989), 34, 39, n. 6.
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（52）Léotard, Le monde, 23 avril 1987, cité par Ott (n. 43), 143.
（53）Léotard, Libération, 22 mai 1986, cité par Ott (n. 43), 143.
（54）Regourd, De la crise comme élément d’identification du service public de 
l’audiovisuel, Sciences de la société 42 (1997), 75, 75.
（55）Lederman, JO déb. Sén., séance du 25 juin 1986, 1934, cité par Drouot (n. 43), 87.
（56）Cf. Regourd (n. 54), 81.
（57）Cf. Chevallier (n. 49), 66s.; Regourd, Le statut des télévisions privées en 




（58）なお、Rivero (n. 26), 245s. は、「視聴者が個人的意見を形成する可能性」こそ
が、放送の自由の「真正の意味」であると説示していた。
（59）Cf. Hoffmann-Riem, Erosionen des Rundfunkrechts, 1990.
（60）ある論者によれば、公役務概念は、当時の学説によっても、批判の対象とされ
ていたと指摘される。Cf. Regourd, L’offensive contre le service public, Le monde 
diplomatique, juillet 1986, 28; Le service public et la doctrine, RDP 1987, 5ss. そ
の分析によれば、公役務は公の自由の侵害として評価された（Delvolvé, Service 
public et libertés publiques, RFDA 1985, 1ss.; Pisier, Service public et libertés 
publiques, Pouvoir 36 (1986), 143ss.）。というのも、公役務は国家の全能性を表
出する単なるイデオロギーに過ぎないのであって（Chevallier, L’intérêt général 
dans l’administration française, RISA 1975, 325ss.; Réflexions sur l’idéologie 
de l’intérêt général, in Variations autour de l’idéologie de l’intérêt général, 
Volume 1, 1978, 11ss.; Les fondements idéologiques du droit administratif fran-
çais, in Variations autour de l’idéologie de l’intérêt général, Volume 2, 1979, 
3ss.; Nizard, A propos de la notion de service public, Mélanges Eisenmann, 
1977, 91ss.）、公役務は概念的にも確定不能なレッテルに他ならないからである
（Truchet, Label de service public et statut du service public, AJDA 1982, 429ff.; 










et le Droit, 2007, 384を参照されたい）。公役務の失墜と公の自由の変質は、一体と
なっている。そうした法観念の変遷は、福祉国家の危機や新自由主義の受容といっ
た問題系に、連なっていくように思われる。その問題系に関しては、差し当って、
次のような研究を参照されたい。Donzelot, L’invention du social, 1994; Ewald, 
L’Etat-providence, 1986; Foucault, Naissance de la biopolitique, 2004; Rosanvallon, 
La crise de l’Etat-providence, 1992.
（61）Décision 84-181 DC - 11 octobre 1984, JO du 13 octobre 1984, 3200.
（62）Loi n°84-937 du 23 octobre 1984, JO du 24 octobre 1984, 3323.
（63）Décision 86-210 DC - 29 juillet 1986, JO du 30 juillet 1986, 9393.
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